
（別添）

(千円)

団体名 柳津町

標準財政規模
（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

2,304,106 125,891

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （千円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 3,690,542 3,440,808 249,734 233,372 4,499,859 35,056

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （千円　，％）

（歳入） （歳出） 形式収支 （実質収支） 地方債現在高
他会計からの

繰入金
<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

国民健康保険事業
特別会計（事業） 599,423 557,135 42,288 42,288 0 66,043

実質収支は事務費・交付
金等の精算分を含む

国民健康保険事業
特別会計（施設） 70,185 65,578 4,607 4,607 0 24,342

老人保健
特別会計 688,490 677,431 11,059 11,059 0 86,093
介護保険
特別会計 408,801 378,455 30,346 27,792 0 66,386

実質収支は事務費・交付
金等の精算分を含む

簡易水道事業
特別会計 177,412 166,823 10,589 10,589 688,438 33,636 法非適用企業

スキー場
特別会計 9,830 9,549 281 281 9,000 9,532 法非適用企業

土地取得事業
特別会計 519 45 474 474 0 0 法非適用企業

公共下水道
特別会計 237,258 232,784 4,474 0 956,345 74,577 法非適用企業

農業集落排水事業
特別会計 95,409 94,152 1,257 1,257 1,046,626 76,539 法非適用企業

簡易排水事業
特別会計 5,475 5,062 413 413 25,551 3,978 法非適用企業

計 2,292,802 2,187,014 105,788 98,760 2,725,960 441,126

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

会津若松地方
広域市町村整備組合 4,750 4,552 198 198 3,965 2.7

会津地区広域事業組合と
の統合により合算

福島県市町村
総合事務組合 11,111 9,943 1,168 1,168 0 0.8

計 15,861 14,495 1,366 1,366 3,965 3.5

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （千円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

（財）やないづ振興公社 △ 185 15,159 10,000 0 0 0
会津やないづ温泉

株式会社 1,336 52,413 21,400 0 0 0

計 1,151 67,572 31,400 0 0 0

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

合計
（A）＋（B)

2,429,997

<法適用企業>

経常収支比率

備考

基金繰入金
113,200

10.1

83.7

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

0

0

0

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.22

12.8

財政状況等一覧表（平成１８年度）

<法適用企業>

経常収支比率


